
平成１８年２月９日

平成１７年度地方債計画の改定

今回の改定は、国の平成１７年度補正予算（第１号 （平成１８年２月３日成立）に係る事業の追）
加に伴い地方債計画額を改定するものであり、計画改定額は、３，２７３億円、事業別内訳及び資金
区分は次表のとおりです。

（単位：億円）

事 業 区 分 平成１７年度 今回追加額 平成１７年度
計 画 額 改定後計画額

一 般 公 共 事 業 ２０,５９４ ８９６ ２１,４９０
災 害 復 旧 事 業 ５３６ ８５５ １,３９１
義務教育施設整備事業 ２,１２５ ９５４ ３,０７９
社会福祉施設整備事業 ４３６ ２９７ ７３３
一 般 事 業 ８,８９０ １４８ ９,０３８
臨時高等学校整備事業 ７８９ １３ ８０２
病 院 事 業 ３,１１５ １０ ３,１２５
介護ｻｰﾋﾞｽ施設整備事業 １２９ ３ １３２
下 水 道 事 業 １５,９６１ ９７ １６,０５８
そ の 他 の 事 業 １０２,７９１ － １０２,７９１

(２１３) ( －) (２１３)
地方債計画総計 １５５,３６６ ３,２７３ １５８,６３９

（資金区分）
政 府 資 金 ４７,２００ ４７,２００

財 政 融 資 資 金 ３５,４００ ３５,４００
郵 政 公 社 資 金 １１,８００ １１,８００

４,３００ ４,３００郵 便 貯 金 資 金
７,５００ ７,５００簡易生命保険資金

公 営 公 庫 資 金 １５,３３０ １５,３３０
民 間 等 資 金 ９２,８３６ ３,２７３ ９６,１０９

市 場 公 募 ３３,０００ ３３,０００
銀 行 等 引 受 ５９,８３６ ３,２７３ ６３,１０９

（参考）

今回追加額に係る資金については、全額民間等資金としていますが、当初計画において政府資金を
計上している事業に係る実際の充当に当たっては、当初計画に係る各種資金の現段階における配分状
況等を踏まえ所要の調整を行った上で、今回追加する各事業に係る平成１７年度の充当の考え方に基
づき政府資金を充当できるよう措置する予定です。

また、公営公庫資金についても、政府資金と同様の調整を行う予定です。

自治財政局地方債課
担当：原山管理官、伊藤係長
(代表) 03-5253-5111 ( )3392､3396内線
(直通) 03-5253-5628
(F A X) 03-5253-5631


